　　岩出市建設工事等請負業者選定要綱
平成９年５月２０日

要　綱　第 １１ 号
　（趣旨）
第1条　この要綱は、岩出市が発注する建設工事並びに調査、測量及び設計等業務に係る競争入札に参加しようとする者の資格を審査し業者の選定に関し必要な事項を定めるものとする。
　（資格審査の対象者）
第２条　業者の資格審査は、市長の定める期間内に入札参加資格審査申請書を提出したものについて行うものとする。
（資格審査）

第３条　市長は、前条の規定により入札参加資格審査申請書を提出した業者のうち、次の者については、競争入札に参加する資格を与えないものとする。
　(1)　特別の理由がある場合を除くほか、成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ない者
(2)　次の各号のいずれかに該当する者で、競争入札に参加することを停止された期間（指名停止期間等）を経過しない者（その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても同様とする。）
　　ア　契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者

　　イ　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者
　　ウ　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者

　　エ　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者

　　オ　正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

カ　アからオまでのいずれかに該当する事実があった後、競争入札に参加することを停止された期間（指名停止期間等）を経過しない者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者

　(3)　入札参加資格審査申請書及び添付書類の中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事項を記載しなかった者
(4)　営業に関し必要な許可及び登録を受けていない者
　(5)　経営状態が著しく不健全であると認められる者
　(6)　国税及び地方税を滞納している者

　(7)　建設業について、当該年度の経営事項の審査を受けていない者

(8)　建設業について、前号の経営事項審査において雇用保険、健康保険及び厚生年金保険（以下「社会保険」という。）に未加入である旨の届出をした者（法令により社会保険の適用除外とされる場合を除く。）
　（資格審査申請書の提出時期等）
第４条　競争入札業者の資格の審査を受けようとする者は、年度開始直前の２月１日から３月１５日までの間に資格審査申請書を提出しなければならない。
２　前項の資格審査申請書の有効期間は、２年間とする。
　（添付書類）

第５条　入札資格審査申請書には、別表第１から別表第２に掲げる書類を添付しなければならない。
　（報告等）

第6条 市長は、資格審査申請書を提出した者に対して、資格審査の公正を図るため当該申請書等の記載事項を説明した必要な資料等の提出を求めることができる。
　（有資格建設業者の級別格付け）

第７条　市長は、第３条各号に該当する業者を除き、岩出市建設工事等請負業者選定審査会運営要綱（昭和５４年岩出町要綱第９号）第１条に定められた岩出市建設工事等請負業者選定審査会（以下「審査会」という。）の審査結果に基づき、市内業者（法人にあっては登記簿上の本店を、個人にあっては住民票上の住所を岩出市内に有し、かつ、事実上の本拠を有すると認められる者で、岩出市の競争入札参加資格者として２年以上の登録年数を有しており、岩出市に納税義務のある者をいう。以下同じ。）にあっては、土木一式工事について、特級、ＡＡ級、Ａ級、Ｂ級、Ｃ級のいずれかに、建築工事一式については、ＡＡ級、Ａ級、Ｂ級のいずれかに格付けを行うものとする。ただし、当該年度において入札資格審査申請書の提出者の少ない工事の種類については、格付けしないことができる。
２　その他職種別業者及び市外業者（市内業者以外の者をいう。以下同じ。）については、適格性のみを審査し、格付けは行わないものとする。
３　前２項の規定にかかわらず、市外業者のうち、災害時における応急対策業務に関する協定を締結する業者にあっては、第１項に規定する工事について格付けを行うことができる。

４　第１項の格付けは、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第１項の規定による経営に関する客観的事項の審査の結果での総合評点で行うものとする。

　（格付けの有効期間）
第８条　格付けは、毎年４月に行い、有効期間は格付けを決定した翌日から次の格付けを改定される日までとする。ただし、中間年において新規に第２条の規定による申請書の提出があった場合は前条の規定により格付けする。その有効期間は、格付けを決定した日の翌日から次の格付けを改定される日までとする。
　（格付けの変更等）

第９条　市長は、特に格付けの調整の必要を認めた場合については、審査会の審査を経て格付けの変更をすることができる。

２　市長は、請負契約を履行しない指名業者、経営状況が特に悪い指名業者、又は資格審査申請書等に虚偽の事項の記載が発見された指名業者に対しては、失格し又は降級することができる。
３　市長は、第７条第３項に規定する総合評点が格付けの有効期間中に変更になった場合であっても、当該期間の途中での格付け変更及び総合評定値の変更を行わないものとする。

　（指名競争入札による発注の基準）

第１０条　指名競争入札により発注する場合の請負金額の基準は、次表のとおりとする。ただし、指名競争入札に付そうとする工事が次に掲げる特に必要がある場合においては、上位又は下位の等級に属する有資格業者を指名することができる。
（１）発注工事が特殊な専門技術及び高度な技術を要する工事又は施工上相当困難を伴う工事であるとき。

（２）発注工事が前回の施工工事と関連する工事であるとき。

（３）発注工事の施工場所が本店等を有する者の付近であるとき。

（４）発注工事と同種の工種を専業とする者であるとき。

	指名業者の級別
	土木一式工事
	建築一式工事

	
	経営事項審査点数
	請負対象額
	経営事項審査点数
	請負対象額

	特　級
	1,200点以上

(特定建設業者)
	３億円以上


	
	

	ＡＡ級
	1,000点以上

1,200点未満

(特定建設業者)
	１億円以上

3億円未満


	1,200点以上

(特定建設業者)


	３億円以上



	Ａ　級
	800点以上

1,000点未満

(特定建設業者)
	3,000万円以上

１億円未満


	800点以上

1,200点未満

(特定建設業者)
	1,500万円以上

３億円未満



	
	800点以上

1,000点未満

(一般建設業者)
	1,000万円以上

3,000万円未満


	800点以上

1,200点未満

(一般建設業者)
	3,000万円未満



	Ｂ　級
	700点以上

800点未満
	1,000万円以上

3,000万円未満
	800点未満


	 3,000万円未満



	Ｃ　級
	700点未満
	2,000万円未満
	
	


２　その他職種別業者及び市外業者の指名に当たっては、その適格性に基づき行うものとする。
３　指名参加の停止に関しては、別に定める岩出市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱（平成２０年岩出市告示第１０号）による。

　（雑則）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、指名競争入札に参加させようとする者の指名については、別に定めるものとする。

　　　附　則

　この要綱は、平成９年５月２０日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。

　　　附　則

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。
　　附　則

この告示は、平成１９年１月１日から施行する。

　　附　則

　この告示は、平成２１年１月９日から施行する。
　　附　則

　この告示は、平成２１年１月９日から施行する。

　　附　則

　この告示は、平成２２年１月１２日から施行する。

　　附　則

　この告示は、平成２３年１月１日から施行する。
附　則

　この告示は、平成２３年１２月２７日から施行する。

附　則

　この告示は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第３条第８号の規定は平成２９年４月１日から施行する。
附　則

　この告示は、平成２７年１２月１７日から施行する。

附　則

　この告示は、平成２８年１１月２１日から施行する。

附　則

　この告示は、令和元年８月２８日から施行する。

別表第１（第５条関係）建設工事
　１　一般（指名）競争入札参加資格審査申請書（建設工事）

　２　工事経歴書

　３　営業所一覧表

　４　経営事項審査結果通知書

　５　建設業許可証明書又は許可通知書

　６　技術職員名簿

７　監理技術者一覧表
　８　印鑑証明書

９　使用印鑑届
　10　登記事項証明書（法人の場合）又は身分証明書（個人の場合）

11　国税及び地方税の未納のない証明書（納税証明書）
12　委任状

13　市内に所在する本社及び営業所等の写真（別紙写真添付要領）

14　誓約書
備考
１　番号の１、２、３については、国土交通省が使用する様式に準ずる。
２　番号の６、７、１２については、随意様式とする。
３　番号の１、９、１２、１４については、原本とする。
４　番号の１３については、岩出市内に本社、権原を委任した営業所及びその他の営業所がない場合は不要とする。
５　番号の１４については、市の指定する様式とする。

別表第２（第５条関係）調査、測量、設計等業務
　１　一般（指名）競争入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）

　２　測量等実績調書

　３　技術者経歴書

　４　営業所一覧表

　５　財務諸表（直前１年の各事業年度の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書(法人の場合)又は直前１年の事業年度の貸借対象表及び損益計算書（個人の場合））
　６　登録証明書

　（１）建築工事の設計、監理を行う者

　　　　建築士法（昭和２５年法律第２０２号）に基づく建築士事務所の登録を受けていることを証明する証明書

　（２）測量を行う者
　　　　測量法（昭和２４年法律第１８８号）に基づく測量業者の登録を受けていることを証明する証明書

　（３）その他の業務を行う者

　　　　各登録規定に基づく登録を受けていることを証明する証明書（登録を受けている者のみ）

７　印鑑証明書

８　使用印鑑届

９　登記事項証明書（法人の場合）又は身分証明書（個人の場合）

10　国税及び地方税の未納のない証明書（納税証明書）
11　委任状

　12　市内に所在する本社及び営業所等の写真（別紙写真添付要領）
　13　誓約書
備考
１　番号の１、２、３、４については、国土交通省が使用する様式に準ずる。
２　番号の１１については、随意様式とする。
３　番号の１、８、１１、１３については原本とする。
４　番号の１２については、岩出市内に本社、権原を委任した営業所及びその他の営業所がない場合は不要とする。

５　番号の１３については、市の指定する様式とする。

別紙

写　真　添　付　要　領

　岩出市内に本社、権限を委任した営業所及びその他の営業所がある場合は、次の写真を添付して下さい。

１　全景（事務所外観）

２　事務所正面（看板を写しこんだもの）

３　ポスト

４　事務所内部（常駐の状態、備品等確認できるもの）

　写真の内容に疑義がある場合は、現場調査を実施することがあり、その結果、虚偽の申請と認められる場合は、登録しないことがあるので十分注意してください。

　事務所（岩出市内に本社を有する者にあっては本社、市外に本社を有する者にあっては権限を委任された営業所及びその他岩出市内の営業所）とは、次に掲げるものであることとし、適合しない場合は事務所として認めない場合があります。

（１）建設業または調査、測量、設計等業務（以下「建設業等」という。）に係る営業所であることが外部から明確に判明できるような表示を行っていること。

（２）当該事務所において継続して建設業等の営業を行っていると認められるものであること。

（３）当該事務所の建設業等の営業に係る独立した当該業者の事務所であること。

（４）当該事務所専任の従業員が勤務しているものであること。

（５）建設業等の営業及び事務に必要な電話、机、備品等を備えていること。
（市指定様式）

誓　約　書

私は、岩出市が岩出市暴力団排除条例に基づき、公共工事その他の市の事務事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を入札、契約から排除していることを承知したうえで、下記事項について誓約します。なお、これらの事項に反する場合には、岩出市に契約の解除権及びこれに伴う損害賠償請求権等が生じることを認めます。

記

一　私は、岩出市の公共工事等を受注するに際して、岩出市が行う契約からの暴力団排除に関する合意書の２に掲げる法人等のいずれにも該当しません。また、将来にわたって暴力団員等を役員等または使用人としません。

二　私は、岩出市が行う契約からの暴力団排除に関する合意書の２に掲げる者の該当の有無を確認するため、岩出市から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。

三　私は、本誓約書及び役員名簿等が岩出市から和歌山県岩出警察署長（以下「岩出警察署長」という。）に提供されても異議を申しません。　

四　私が本誓約書一に該当する事業者であると岩出市が岩出警察署長から通報を受け、または岩出市の調査により判明した場合は、岩出市が岩出市暴力団排除条例及び岩出市が行う契約に係る暴力団等排除措置要綱に基づき、岩出市ホームページ等において、その旨を公表されても異議を申しません。

五　私の使用する下請人等が、本誓約書一に該当する事業者であると岩出市が岩出警察署長から通報を受け、または岩出市の調査により判明し、岩出市から下請契約等の解除又は二次以降の下請負にかかる契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。　

岩出市長　様
　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　・所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　・事業者名

　　　　　　　　　　　　　　　　・代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　・代表者の生年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　岩出市暴力団排除条例（抜粋）
（市の事務及び事業における措置）
第６条　市は、公共工事等の市が発注する事業及びその他の市の事務又は事業により暴力団を利することとならないよう、次に掲げる措置を講ずるものとする。

（１）市が実施する入札に暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（次号において「暴力団関係者等」という。）を参加させないため措置

（２）市と契約を締結した者に暴力団関係者等と下請の契約を締結させないための措置

（３）前２号に掲げるもののほか、暴力団を利することとならないようにするために必要な措置
（市民等に対する支援等）
第８条　市は、市民等が暴力団排除のための活動に自主的に、かつ、相互の連携及び協力を図って取り組むことができるよう、市民等に対し、情報の提供その他の必要な支援を行うものとする。
　　岩出市が行う契約からの暴力団排除に関する合意書（抜粋）
２　排除措置の対象となる法人等
この合意書に基づく、排除措置の対象となる法人等（以下「排除措置対象法人等」という。）は、次のとおりとする。
（１）役員等に、暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がいる法人等
（２）暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与している法人等
（３）役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に関与している法人等を利用するなどしている法人等
（４）役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人等
（５）役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している法人等
（６）役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを利用するなどしている法人等
（７）排除措置業者を下請負人等としていた場合において、当該下請負人等との契約の解除を求め、これに従わない法人等
（８）暴力団又は暴力団員等から、妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、市への報告及び警察への被害届の提出を怠った法人等
